
議案第１２号

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和６年２月９日

提出者 杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

杉並区事務手数料条例（平成１２年杉並区条例第２４号）の一部を次のように改

正する。

別表第１の２の項中「及び第３項」を「、第３項及び第５項」に改め、同表の７

７の２の項及び９２の６の項中

「 「
ウ ２，０００平方メートルを超え１ ウ ２，０００平方メートルを超え１

万平方メートル以内のもの ２４ 万平方メートル以内のもの ２４

０，０００円 ０，０００円

エ １万平方メートルを超え５万平方

メートル以内のもの ３１９，００
を に改

０円

オ ５万平方メートルを超えるもの

５８７，０００円

」 」

める。

別表第１の１２３の８の２の項及び１２３の８の３の項中「建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律」に改め、同表の１２３の８の４の項中「建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第１２条第２項」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律第１２条第２項」に、「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行

規則」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改め、

同表の１２３の９の項から１２３の１１までの項中「建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に

改め、同表備考３中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令」を

「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令」に改め、同表備考６、

備考７、備考９及び備考１０中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法



律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。

別表第２の１２の項中「都民税」の次に「並びに森林環境税」を加える。

附 則

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

２ 杉並区事務手数料条例及び杉並区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例の一部を改正する条例（令和５年杉並区条例第４号）の一部を次のよう

に改正する。

附則第３項中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年

法律第５３号）」を「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）第１

条の規定による改正前の建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成

２７年法律第５３号。以下「旧法」という。）」に、「同法第３４条第１項」を

「旧法第３４条第１項」に、「同法第３６条第１項」を「建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律第３６条第１項」に改める。

（提案理由）

地域生活支援拠点等に係る地域生活支援手数料を定める等の必要がある。



杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表（抄）

附則第２項による改正（杉並区事務手数料条例及び杉並区地区計画の区域内におけ

る建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例の一部

改正）

新 条 例 旧 条 例

附 則 附 則

１及び２ 略 １及び２ 略

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上 ３ 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律施行規則の一部を改正す に関する法律施行規則の一部を改正す

る省令（令和４年国土交通省令第６７ る省令（令和４年国土交通省令第６７

号）の施行の際、現に脱炭素社会の実 号）の施行の際、現に建築物のエネル

現に資するための建築物のエネルギー ギー消費性能の向上に関する法律（平

消費性能の向上に関する法律等の一部 成２７年法律第５３号）

を改正する法律（令和４年法律第６９

号）第１条の規定による改正前の建築

物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成２７年法律第５３号。以

下「旧法」という。）第３５条第１項 第３５条第１項

の認定を受けている又は旧法第３４条 の認定を受けている又は同法第３４条

第１項の規定による認定の申請がなさ 第１項の規定による認定の申請がなさ

れている建築物エネルギー消費性能向 れている建築物エネルギー消費性能向

上計画の建築物のエネルギー消費性能 上計画の同法第３６条第１項

の向上等に関する法律第３６条第１項

の規定による変更の認定の申請につい の規定による変更の認定の申請につい

ては、旧条例別表第１の１２３の１０ ては、旧条例別表第１の１２３の１０

の項及び備考の規定は、なおその効力 の項及び備考の規定は、なおその効力

を有する。 を有する。

資 料


